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公益信託制度改革等に伴う所要の措置

1．改正のポイント

（1）趣旨・背景

新しい公益信託制度（以下「公益信託」という）は、民間も公的役割を担う社会の実現のため、公益法人制度

と共通の行政庁が、公益認定法と整合的な枠組みで認可・監督を行う制度として創設された。根拠法である

公益信託に関する法律は2026（令和８）年４月１日施行予定である。

新しい公益信託制度に関する税制については、令和６年度税制改正において、寄付金控除、譲渡所得等非

課税措置（一般承認に限る。）等の公益法人と概ね同様の優遇が措置されている。令和７年度税制改正にお

いては令和６年度税制改正で対応されていない税制優遇措置を整備する。

（2）内容

①承認特例への公益信託の追加

個人が公益法人等に対して財産を贈与又は遺贈（以下「贈与等」という）した場合の譲渡所得等の非課税措

置（以下「譲渡所得等の非課税措置」という）のうち承認特例の対象範囲に、公益信託の受託者に対するその

信託財産とするための贈与等で次を満たすものを加える。

ア 当該公益信託の受託者及び信託管理人（これらの者の理事等を含む。）並びにこれらの者の親族等以外

の者からのもの

イ その贈与等に係る財産が一定の手続の下で当該公益信託の受託者の行う公益信託事務に充てるための

基金に組み入れられるもの
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公益信託制度改革等に伴う所要の措置

1．改正のポイント

（２）内容

①承認特例への公益信託への追加

寄付者
承認特例
対象法人

現物寄付

取得時の
価額

値上がり
益寄付時

の時価

譲渡所得

（課税）
非課税

国税庁長官の
承認

対象に追加
・公益信託財産

承認特例
申請書の提出があった日から１か月又は３か月

以内に承認又は不承認の決定がない場合には自
動承認
＜承認要件＞
ア 公益信託の受託者及び信託管理人（これらの者
の理事等を含む。）並びにこれらの者の親族等以外
の者からの寄付であること
イ その贈与等に係る財産が一定の手続の下で当
該公益信託の受託者の行う公益信託事務に充て
るための基金に組み入れられるもの

一般特例
自動承認なし

＜承認要件＞
ア 寄付が公益の増進に著しく寄与すること
イ 寄付財産がその寄付日から２年を経過する
日までの期間内に寄付を受けた公益法人等の
公益目的事業の用に直接供され、又は供される
見込みであること
ウ 寄付により、寄付をした人の親族等の相続
税や贈与税の負担を不当に減少させる結果と
ならないと認められること

特例

令和６年度税制改正で対象に追加
・公益信託

＜承認特例のイメージ＞
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（２）内容
②特定買換資産の特例への公益信託の追加

譲渡所得等の非課税措置の特定買換資産の特例の対象範囲に、一定の手続の下で当該公益信託の受託者

の行う公益信託事務に充てるための基金に組み入れられるもの（上記①アの方法）を加える。

非
課
税
承
認
後

一
般
特
例
の
場
合

承
認
特
例

の
場
合

非課税承認の継続

非課税承認の取消

非課税承認

の継続

非課税承認

の継続

非課税承認

の継続

一定の「基金」で管理し公益目的事業に利用

・基金内での寄付財産の買換

（同種資産に限らない。例：土地から株式への買換等）

特定買換資産の特例

①の改正で追加
・公益信託

②の改正で追加
・公益信託

寄付財産をそのまま公益目的事業に利用

原則

公益目的事業に利用しなくなった場合

（寄付財産の売却等）

公益目的事業の用に２年以上直接供している寄付財産を

同種の資産等に買換をし公益目的事業に利用

一定の「基金」で管理し公益目的事業に利用

・基金内での寄付財産の買換

（同種資産に限らない。例：土地から株式への買換等）

買換特例

＜寄付財産の買換イメージ＞
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（２）内容
③非課税承認取消時の受託者への課税の措置

譲渡所得等の非課税措置について、非課税承認の取消により公益信託の受託者に対して所得税を課税す

る場合には、当該取消により生じた信託財産に係る所得について、当該受託者の固有財産に係る所得等と

は区別して課税することとするほか、所用の措置を講ずる。

④非営利型法人の残余財産帰属先への公益信託の追加

法人税法上の非営利型法人の要件のうち、残余財産の帰属先に関する要件について、その残余財産の帰

属先として認められるものの範囲に公益信託の信託財産を加える。

２．適用時期
公益信託に関する法律は2026（令和８）年４月１日施行予定

３．影響・対応策
令和6年度税制改正及び本税制改正により、これまで信託財産として受け入れる財産を金銭に限る等、

一定の要件を満たしたもののみが優遇を受けていた税制を見直し、新しい公益信託法によって認可を受

けたすべての公益信託が公益法人並みの税制優遇を受ける制度になる。 （寄付者個人の寄付金控除・譲

渡所得等非課税、寄付者法人の別枠損金算入、受託者の信託財産に生じる所得の非課税等）

４．実務のポイント
・新しい公益信託制度については、令和7年夏ごろまでを目処に、新しい公益信託法施行に必要な下位法

令等が順次策定されるためその内容が注目される。

政令・内閣府令策定、公益信託ガイドライン、 公益信託会計


